



Factors Influencing the Founding and Viability of Vegetable Production Companies










































西 2014；新開 2014；後藤 2015，2016；室屋 2015）。
　集落営農組織や農家に関しては，2007年の担い手経営安定新法下で農業法人化が進められて
2 農林業センサスによれば，単一経営体とは主位品目の販売金額が 8割以上の経営体のことで，準単一経営体と






















1,540 832 540 460 263 64 8 5 3,712
41.5 22.4 14.6 12.4 7.1 1.7 0.2 0.1 100.0
114 9 2 5 1 3 134
85.1 6.7 1.5 3.7 0.8 2.2 100.0
383 52 28 26 20 12 1 - 522
73.4 10.0 5.3 5.0 3.8 2.3 0.2 100.0
188 61 45 81 76 60 8 6 525
35.8 11.6 8.6 15.4 14.5 11.4 1.5 1.2 100.0
724 311 183 259 348 263 55 64 2,207
32.8 14.1 8.3 11.7 15.8 11.9 2.5 2.9 100.0
446 173 96 82 70 24 9 17 917
48.6 18.9 10.5 8.9 7.6 2.6 1.0 1.9 100.0
290 113 91 168 252 151 30 18 1,113
26.1 10.1 8.2 15.1 22.6 13.6 2.7 1.6 100.0









































県別で 4位であり，その作付面積も 2,616haと北海道に続いて 2位である。また，その作付面積
は県内の全野菜作付面積の 33.5％であり，全国でも 1位の割合である。2016年では鹿児島県内
に 166法人が野菜生産を主体としている（図 1）。このうち大崎町には 14法人が存在しており，












耕地及び作付面積統計によれば，全耕地面積 4,090haのうち畑地が 3,110haと 76％を占めている。
台地の大部分は火山灰土壌で保水性に乏しく，農産物は干害を受けやすいため，サツマイモ生
産と畜産が行なわれていた（大崎町史編集委員会 1975）。このような生産条件下であるため，農
















































































　つぎに，大崎町の畑地かんがい区域における 2017年 7月と 2018年 1月の品目別の作付け状







農産物販売額は 308億 925万円である。このうち畜産が 228億 2086万円と 74.1％，耕種農業














































　大崎町では 2018年 5月時点で 25法人が自作地または借地を利用し，平均 13.61haで農業経営
している（表 4）。このうち野菜生産法人は 14法人であるが，その他にも畜産を主体としている
法人が 4法人とサツマイモで 2法人，その他の品目で 5法人が存在している。野菜生産法人の
14法人のうち法人番号 1から 12までの 12法人は 2000年頃から認定農業者となり，農地所有適








品目 作付（栽培）面積：ha 販売量 単位 販売金額:千円
ダイコン 118.60 5,067.30 t 305,958
キュウリ 2.20 409.50 t 108,892
ゴボウ 47.00 684.30 t 107,110
ナス 1.13 136.50 t 47,641
カボチャ 6.60 117.60 t 38,938
キャベツ 23.30 442.70 t 30,508
ピーマン 0.70 65.60 t 25,365
ネギ 6.00 23.80 t 23,254
エダマメ 4.70 28.80 t 11,826
その他 4.01 98.30 t 28,160
合　計 214.24 7,074.40 t 727,652
111.80 2,139.60 t 111,834
623.00 31,392.20 袋 185,519
45.00 268.10 t 206,387
15.04 202.70 t 212,200













10の 7法人である。さらに，この 7法人のうち法人番号 1，3，4，8，9は農業法人の平均経営
耕地面積の 13.61ha以上を有している。すなわち，大崎町では町内の農家が野菜生産法人を多く
設立している。
　つぎに，法人番号 1，3，4，8を事例に経営内容を分析する（表 5）。これら 4法人の経営者は
就農以前には他産業に従事しており，その後 20歳代から 30歳代の時に就農した。法人番号 1，3，
8の経営者は農業後継者であり，法人番号 4の経営者は農業に参入してから野菜生産法人を設立







1 〇 1998 〇 〇 野菜・米
2 〇 2000 〇 〇 野菜
3 〇 2002 〇 〇 〇 野菜
4 〇 2002 〇 〇 〇 野菜
5 〇 2004 〇 〇 〇 〇 野菜
6 〇 2005 〇 〇 野菜
7 〇 2006 〇 野菜
8 〇 2009 〇 〇 〇 野菜
9 〇 2013 〇 〇 野菜
10 〇 2015 〇 〇 野菜
11 〇 2016 〇 〇 〇 野菜
12 〇 2017 〇 〇 野菜
13 〇 野菜
14 野菜
15 〇 1995 〇 畜産
16 〇 2005 〇 畜産
17 〇 2012 畜産
18 〇 2016 畜産
19 〇 2011 〇 〇 サツマイモ
20 〇 2012 〇 〇 サツマイモ
21 〇 2013 〇 〇 米
22 〇 2015 〇 茶





























　野菜生産法人の借入農地の所在地をみると，法人番号 3と 8は会社周辺から 3km圏内に農地
を借り入れており，借入農地の 90％から 100％が町内に存在している（表 6）。一方，法人番号











就 8 3 3 1 1 1ha分
法 7 3 3 1 150ha分
現 128 30 25 35 20 18 200ha分
就 2 1 1
法 30 15 3 10 2
現 123.7 65 17 15 25 1.7
就 0.3 0.3
法 1.5 1.5
現 80.5 70 3 7.1 0.4
就 0.8 0.8
法 18.6 10 2 2 4 0.6






















































































20歳代から 60歳代であり，法人番号 3と 4は県立農業大学校の卒業者を雇用しているため，農























































































面積，出荷先は就農当初から法人化時の 1997年にかけて変化していない。法人番号 3は 2000
年から農協の理事に就任しているため，法人化時の 2002年には全ての品目を農協と取引してい
る。一方，法人番号 4は法人化時の 2002年に小ネギの出荷量の 90％を県内外の小売店 7社と，



























〇50 △100 ◇100 △100 〇50
△100 △100




委託 ◇100 ◇100 ◇40 ◇25
買付 □5 □21
商社 契約 〇50 〇50
仲卸業者 契約 □36 ◇25
小売店 契約 □100 □90 □16 □80















ウの同 50％を商社と契約取引している。法人番号 4はキャベツの出荷量の 100％，ダイコンの
同 25％，小ネギの同 20％を加工業者と，ダイコンの同 36％を仲卸業者と，小ネギの同 80％お
よびダイコンの同 16％を小売店と契約取引している。法人番号 8はキャベツの出荷量の 100％




による共同販売から契約取引に変えている 6。法人番号 4はダイコンの出荷量の 2％を農協と契約






































度には 14であったが，2017年度には 37まで増加している（図 7）。これに伴って「にじの会」
の野菜類とイモ類の販売額も 2011年度の合計 5億 3600万円から 2017年度の 10億 7800万円に
増加し，農協全体の販売額の約 20％を占めている。大崎町内でも 2018年度には「にじの会」の
会員が 6法人存在し，このうち 5法人が野菜生産法人である（表 4）。
7 GAP（Good Agricultural Practice：農業生産工程管理）とは，農業において，食品安全，環境保全，労働安全等
の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組みのことである。このうち G-GAP（グローバルギャップ）







































































































ゴボウ 18 273 741 201,992 卸売市場 258 453 259 260
ダイコン 12 68 3,153 214,242 卸売市場 89 75 78 76
キャベツ 8 40 905 36,334 加工業者 97 105 88 87
ハクサイ 5 60 4,367 260,969 卸売市場 95 91 80 77
卸売市場価格(円/kg)
近畿地方 九州地方会員数
契約
単価
(円/kg)
数量(t) 金額
(千円)
主要
取引先
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れた契約単価で取引できるため，野菜生産法人は農協を出荷量調整先の一つと位置付けて，計
画的に経営規模を拡大している。
　以上のことから，小規模野菜産地では野菜生産法人は農家との関係性を高めて農地を確保し
ているが，労働力の確保の面では農家との関係性を低下させている。また，供給量調整の面で
は野菜生産法人は経営規模を拡大して契約取引量を増加させているが，産地内に野菜生産農家
および集出荷組織が少ないため，加工業者との契約取引の割合を増加させることで供給量を調
整している。一方，野菜産地では既存の集出荷組織への出荷形態からの離脱は進行しているも
のの，農協は農業法人と農業法人化を目指す農家に対して支援を強化しており，野菜生産法人
も農協の支援を受けている。すなわち，大崎町のような小規模野菜産地では野菜生産法人は加
工業者との契約取引を活用して供給量を調整し，農協の支援を受けることによって存立している。
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